（様式１）

公 募 説 明 会 及 び 施 設 説 明 会 参 加 申 込 書

平成　　　年　　月　　日

団　体　名　

所　在　地

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),担当者)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),氏名)
所属・職名

電話番号
ファックス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メールアドレス
横浜市技能文化会館指定管理者の公募説明会及び施設説明会への参加を、下記のとおり申し込みます。

	団　体　名
	

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),参加者氏名)
	

	
	

	
	


＊　この申込書は、事前に提出してください。
（様式２）

質　　問　　書

平成　　　年　　月　　日

団　体　名

所　在　地　

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),担当者)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),氏名)
所属・職名

電話番号
ファックス

電子メールアドレス

「横浜市技能文化会館指定管理者公募」について、下記のとおり質問事項を提出します。

■ 質問内容

	項 目
	（公募書類または資料名・ページ・項目）



	内 容
	


　　注：質疑事項は、本様式一枚につき一問とし、簡潔に記載してください。

　　※ 電子メールに添付して送付される場合には、開封確認等で着信を確認してください。
（様式３）

団体の概要

　
共同事業体名：　　　　　　　　　　　　　

（共同事業体でない場合は、上記の部分を空欄にするか削除して下さい）　　　　　　　　　　　（平成○年○月現在）

	（ふりがな）

団体名
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	所在地
	〒

※法人にあっては登記簿上の本店所在地を、任意団体にあっては代表者の住所をご記入ください

（市税納付状況調査（様式６同意書による）に使用します）。

	設立年月日
	　　　　年　　　　月

	沿　革


	

	事業内容等


	

	財政状況

（※直近３か年の事業年度分）
	年　度
	平成　　年度
	平成　　年度
	平成　　年度

	
	総　収　入
	
	
	

	
	総　支　出
	
	
	

	
	当期収支差額
	
	
	

	
	次期繰越収支差額
	
	
	

	連絡担当者
	【氏名】　　　　　　　　　　【所属】

【電話】　　　　　　　　　　【ＦＡＸ】

【Ｅ－mail】

	特記事項
	


（様式３－２）

共同事業体の結成に関する申請書

横浜市長

共同事業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同事業体代表団体　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　㊞

　横浜市技能文化会館の公募に参加するため、公募要項に基づき、以下のとおり共同事業体を結成したことを証するとともに、申請します。

	共同事業体の目的
	

	共同事業体の名称
	

	共同事業体の事務所所在地
	

	共同事業体の

構成団体（代表団体も構成団体として記載すること）
	所在地

団体名
	

	
	所在地

団体名
	

	
	所在地

団体名
	

	共同事業体の代表団体
	所在地

団体名
	

	代表団体の権限


	１　指定管理者の指定申請及び協定の締結等に関し、横浜市との関係において共同事業体を代表する権限

２　経費の請求及び受領に関する権限

３　契約に関する権限


（裏面あり）

	共同事業体の結成及び解散
	当共同事業体は、平成　年　月　日に結成し、指定期間終了後３か月を経過する日以降に解散するものとします。ただし、指定管理者に指定されなかった場合には、ただちに解散します。

	共同事業体の業務遂行及び債務の履行についての責任
	各構成団体は指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴い、当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。

	権利義務の譲渡制限
	本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはしません。

	協議事項
	この協定書に定めのない事項については、構成団体全体により協議することとします。


（備考）共同事業体の構成団体が３者を上回る場合は、この様式に準じた様式を作成してください。

平成　　年　　月　　日

代表団体　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成団体　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成団体　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

（様式３－３）

共同事業体連絡一覧

共同事業体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　.

〔代表構成団体　担当者連絡先〕

	(ふりがな)

氏名
	（　　　　　　　　　　　　　　）



	所属団体
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX
	

	E-mail
	


〔構成団体　担当者連絡先〕

	(ふりがな)

氏名
	（　　　　　　　　　　　　　　）



	所属団体
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX
	

	E-mail
	


〔構成団体　担当者連絡先〕

	(ふりがな)

氏名
	（　　　　　　　　　　　　　　　）



	所属団体
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX
	

	E-mail
	


（様式５）

宣誓書

平成　　年　　月　　日
横浜市長

所　在　地

団　体　名

代表者氏名

　当団体は、以下に規定する横浜市技能文化会館指定管理者の応募資格の制限事項に該当しないことを宣誓します。

(ｱ)　法人税、法人市民税、消費税、地方消費税等の租税又は労働保険料を滞納していること

(ｲ)　会社更生法・民事再生法による更生・再生手続中であること

(ｳ)　指定管理者の責に帰すべき事由により、２年以内に指定の取消を受けたものであること
(ｴ)　地方自治法施行令第167条の４の規定により、本市における入札参加を制限されていること
(ｵ)　選定委員が、応募しようとする団体の経営または運営に直接関与していること
(ｶ)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体であること
※本項目については、提出いただく「申請団体役員名簿 様式４ 」により、横浜市から神奈川県警本部に対し調査・照会を行います。

(ｷ)　２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていること（仮に受けている場合には、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みでないこと）
（様式６）

横浜市税の納税状況調査の同意書

平成　　年　　月　　日

横浜市長

所在地
団体名　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

＜横浜市税の手続きにおいて、通知等送付先の登録が

上記所在地と異なる場合は、下記もご記入ください＞

　通知等送付先
当団体は、横浜市技能文化会館の指定管理者として応募するにあたり、指定管理者選定時及び、指定管理者に選定された場合、指定期間内に毎年１回、横浜市が以下の市税納付状況調査を行うことに同意します。

(1)市民税・県民税（特別徴収分）

 (2)市民税・県民税（普通徴収分）

 (3)法人市民税

 (4)事業所税

 (5)固定資産税・都市計画税（土地・家屋）

(6)固定資産税（償却資産）

(7)軽自動車税

＜該当がある場合は、できれば下記にもご記入ください＞

■法人市民税 賦課コード（領収証書の法人番号）

　※横浜市内に本店又は営業所があり、課税されている方は、できればご記入ください。　
	申告区※区名を記入してください（例：「鶴見区」）
	

	法人番号

※「法人市民税申告書」又は「領収証書」に記載されている法人番号を入力してください（例：「20-10001」）
	


■横浜市事業所税 賦課コード

　※横浜市内に本店、営業所及び支店等があり、課税されている方は、できればご記入ください。 （資産割：市内の事業所床面積の合計が1,000㎡以下であるときは課税されません。従業者割：市内の事業所等の従業者数が100人以下であるときは課税されません。）　※県の事業税ではありません。　
	申告区※区名を記入してください（例：「鶴見区」）
	

	整理番号

※「事業に係る事業所税申告書」又は「領収証書」に記載されている整理番号を記入してください（例：「20-10001」）
	


（様式７）

法人税及び法人市民税の課税対象となる収益事業等を

実施していないことの宣誓書

平成　　年　　月　　日

横浜市長

所在地
団体名　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
当団体は、法人税法第４条第１項及び地方税法第２９６条第１項に規定する収益事業等を、直近５か年の事業年度において実施していないことを宣誓します。
（様式８）

事　業　計　画　書

平成　　年　　月　　日

　横浜市長

団体名
所在地　

代表者名　　　　　　　　　　　　     　㊞

１　技能文化会館の基本方針への理解
（様式９－Ａ）技能文化会館の設置目的と役割への理解、総合的な基本方針についての理解

（様式９－Ｂ）各事業の事業計画と実施方法、施設運営と管理及び自主事業への基本的な考え方や実
施方針

２　事業の計画と実施の取組み方

（様式10－Ａ）技能職の振興に関する事業の企画及び実施方策

（様式10－Ｂ）技能職団体、技能職者等への支援

（様式10－Ｃ）匠プラザを活用した技能職振興事業の企画及び実施に関する運営計画

（様式10－Ｄ）技能職者の交流促進のための事業の企画及び技能文化に関する情報等の収集及び提供

（様式10－Ｅ）雇用による就業の機会の確保に関する事業の企画及び実施方策

（様式10－Ｆ）雇用及び就業に関する相談窓口や情報の収集及び提供への取組み方

（様式10－Ｇ）横浜しごと支援センターの管理運営計画

（様式10－Ｈ）専門性の確保及び関係機関との連携に関する取り組み方

（様式10－Ｉ）勤労者福祉の増進及び文化の向上のために必要な企業の企画及び実施方策

（様式10－Ｊ）勤労者の文化活動への支援方策

（様式10－Ｋ）勤労者福祉の増進に関するニーズの把握への取組み方など

３　施設の運営、組織及び管理体制

（様式11－Ａ）利用率の目標設定、利用料金収入の試算及び休館日設定

（様式11－Ｂ）運営組織の構成、運営する組織図、職員の勤務体制、通常時の勤務シフト表の作成、
コンプライアンス推進体制、危機管理体制

（様式12－Ａ）技能文化会館の維持管理に関する事業の取り組み方

４　収支予算

（様式13－Ａ）平成23年度から５年間の管理運営及び各種事業の収入及び支出について

（様式13－Ｂ）平成23年度から５年間の管理運営及び各種事業の収入及び支出について(収支予算書)
（様式13－Ｃ）経費の削減、財源の確保、適正な収支計画等の視点

５　財務状況等

（様式14－Ａ）財務状況と指定期間内の安定した管理運営に必要な経営への取組みの考え方
（様式15）
辞　退　届
平成　　年　　月　　日
（申請先）

　横浜市長

（申請者）
団体名

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

次の施設の指定管理者の申請を辞退します。

施設名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者連絡先

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	Ｆａｘ
	


　
